
株主各位

 

株主の皆様に提供したものとみなされる情報です。

上記の事項は、法令および当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト （https://www.toyota-shokki.co.jp/） に掲載することにより、
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百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

連 結 持 分 変 動 計 算 書
2017年４月１日から
2018年３月31日まで

〔百万円未満切り捨て〕

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

FVTOCIの
金融資産に係る

評価差額

確定給付制度
の再測定

2017年4月1日残高 80,462 105,417 954,503 △ 59,272 1,209,592 - 

183,956 3,525

当期利益 168,180

168,180 183,956

その他の包括利益

3,525

自己株式の取得 △ 12

当 期 包 括 利 益

自己株式の処分

△ 74

剰余金の配当 △ 41,915

連結範囲の変更による
非支配持分の変動

子会社に対する
所有者持分の変動

利益剰余金への振替 3,371 153

△ 74 △ 38,544 △ 12 153

△ 3,525

その他の増減

△ 3,525

2018年3月31日残高 80,462 105,343 1,084,139 △ 59,284 1,393,702 - 

所有者との取引額合計 - 

資本合計
その他の資本の構成要素

合計在外営業活
動体の換算

差額

キャッシュ・
フロー・ヘッ

ジ
合計

6 1,159,181 2,240,293 76,174

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分

2,316,467

当期利益 168,180 5,635 173,816

2017年4月1日残高 △ 50,417

6,497 361,599

その他の包括利益 △ 1,980 1,419 186,920 186,920 861

△ 12

187,782

当 期 包 括 利 益 △ 1,980 1,419 186,920 355,101

△ 12

自己株式の処分 - - 

自己株式の取得

△ 74

剰余金の配当 △ 41,915 △ 2,390

- 166

△ 44,306

子会社に対する
所有者持分の変動

△ 74

166

利益剰余金への振替 △ 3,371 - - 

連結範囲の変更による
非支配持分の変動

その他の増減 - 30

2,553,391 80,478

30

所有者との取引額合計 - - △ 3,371 △ 42,003 △ 2,193 △ 44,196

2,633,8692018年3月31日残高 △ 52,397 1,426 1,342,730
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１． 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結計算書類の作成基準

(2) 新基準の早期適用

(3) 連結の範囲に関する事項

連結子会社 社

東久㈱、東海精機㈱、イヅミ工業㈱、トヨタエルアンドエフ東京㈱、大興運輸㈱、

㈱アイチコーポレーション、トヨタ インダストリアル イクイップメント マニュファクチャリング㈱、

トヨタ マテリアル ハンドリング マニュファクチャリング フランス ㈱、

ミシガン オートモーティブ コンプレッサー㈱、トヨタ インダストリーズ ヨーロッパ㈱、

トヨタ マテリアル ハンドリング ヨーロッパ㈱、トヨタ インダストリーズ ノース アメリカ㈱、

トヨタ マテリアル ハンドリング USA㈱、テーデー ドイチェ クリマコンプレッサー㈲、

トヨタ マテリアル ハンドリング オーストラリア㈱、

ティーディー オートモーティブ コンプレッサー ジョージア㈲、ウースター テクノロジーズ㈱、

インダストリアル コンポーネンツ アンド アタッチメンツ㈱、カスケード㈱、豊田工業(昆山)㈲、

トヨタ インダストリーズ コマーシャル ファイナンス ㈱、烟台首鋼豊田工業空調圧縮機㈲、

豊田工業電装空調圧縮機（昆山）㈲、

ティーディー オートモーティブ コンプレッサー インドネシア㈱、
バスティアン ソリューションズ㈲、ファンダランデ インダストリーズ㈱、他228社

(4) 持分法の適用に関する事項

関連会社 社

トヨタL&F近畿㈱、杭州愛知工程車輌㈲、

リフトウ㈱、トヨタ マテリアル ハンドリング ヨーロッパ グループ　１社、

レイモンド グループ　７社、ファンダランデ インダストリーズ グループ　１社、他12社

(5) 連結範囲および持分法の適用の異動状況に関する事項

連結（新規） 社

連結の範囲に含めております。

連結（減少） 社

連　 結　 注　 記　 表

当社グループの連結計算書類は、当連結会計年度から会社計算規則第120条第１項の規定により、

国際会計基準（以下「ＩＦＲＳ」という。）に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の

規定により、ＩＦＲＳで求められる開示項目の一部を省略しております。

当社グループは、ＩＦＲＳ第９号「金融商品」(2014年７月改訂)を早期適用しております。

254

24

55

杉山工業㈱、トヨタ インダストリーズ コマーシャル ファイナンス カナダ㈱、

トヨタ マテリアルハンドリング タイランド㈱、アイチコーポレーション　グループ　２社、

トヨタ　マテリアル　ハンドリング　ヨーロッパ　グループ　４社、レイモンド　グループ　１社、

バスティアン　ソリューションズ　グループ　11社、

ファンダランデ　インダストリーズ　グループ　34社は、新たに子会社となったため、

8

㈱KTL、上海牧辰豊田叉車㈲、トヨタ マテリアル ハンドリング ヨーロッパ グループ　１社、

トヨタ マテリアル ハンドリング オーストラリア グループ　１社、

ウースター テクノロジーズ グループ １社、バスティアン ソリューションズ グループ　１社

ファンダランデ インダストリーズ グループ　２社は、清算などにより消滅したため、
連結の範囲から除外しております。
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持分法（新規） 社

新たに関連会社となったファンダランデ インダストリーズ グループ　１社を持分法適用の範囲に

含めております。

持分法（減少）

(6) 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、決算日が連結決算日（３月31日）と異なる子会社は次のとおりであります。

烟台首鋼豊田工業空調圧縮機㈲（12月31日）、他８社

おります。

(7) 会計方針に関する事項

① 金融資産の評価基準および評価方法

ⅰ) デリバティブ以外の金融資産

(ⅰ) 償却原価で測定する金融資産

(ⅱ) 公正価値で測定する金融資産

a） その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品

b） 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

1

無

豊田工業(昆山)㈲（12月31日）、豊田工業電装空調圧縮機(昆山)㈲（12月31日）、

なお、これらの子会社は連結決算日である３月31日で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用して

金融商品とは、一方の企業にとっての金融資産と、他の企業にとっての金融負債または資本性

金融資産の双方を生じさせる契約をいいます。当社グループは、契約の当事者となった時点で、

金融商品を金融資産または金融負債として認識しております。金融資産の売買は、取引日において

認識または認識の中止を行っております。

当社グループは、当初認識時に、デリバティブ以外の金融資産を償却原価で測定する金融資産、

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産および純損益を通じて公正価値

で測定する金融資産に分類しています。

当社グループは、契約上のキャッシュ・フローを回収することを事業上の目的として保有する

金融資産で、かつ金融資産の契約条件により特定の日に元本および元本残高に対する利息の

支払いのみによるキャッシュ・フローを生じさせる金融資産を、償却原価で測定する金融資産に

分類しています。償却原価で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値で測定し、

当初認識後は、実効金利法による償却原価により測定しております。

当社グループは、償却原価で測定する金融資産以外の金融資産を、公正価値で測定する

金融資産に分類しています。公正価値で測定する金融資産は、その保有目的に応じて、

さらに以下の区分に分類しています。

投資先との取引関係の維持または強化を主な目的として保有する株式などの金融資産などに
ついて、当初認識時に、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定して

います。

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品は、当初認識時に公正価値
で測定し、当初認識後の公正価値の変動をその他の包括利益として認識しています。ただし、

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産から生じる配当金については、

原則として、純損益として認識しています。
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品の認識を中止した場合、

連結財政状態計算書上のその他の資本の構成要素に認識されていたその他の包括利益の

累積額を直接利益剰余金に振替えています。

公正価値で測定する金融資産のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産に指定しなかった金融資産を、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に

分類しています。
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値で測定し、

当初認識後の公正価値の変動を純損益として認識しています。
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ⅱ) デリバティブ

② たな卸資産の評価基準および評価方法

および販売に要する見積費用を控除して算定しております。

③ 有形固定資産および無形資産の減価償却または償却の方法

ⅰ) 有形固定資産

土地および建設仮勘定以外の有形固定資産は、それぞれの見積耐用年数にわたって定額法で

償却しております。リース資産の減価償却費は、リース期間の終了時までに所有権を取得することに

合理的確実性がある場合を除き、リース期間と見積耐用年数のいずれか短い方の期間にわたり

・ 建物及び構築物 ５－60年

・ 機械装置及び運搬具 ３－22年

ⅱ) 無形資産

・ ソフトウエア ３－５年

・ 開発資産 ２－10年

④ 減損

ⅰ) 金融資産

　 関わらず、常に全期間の予想信用損失により損失評価引当金の額を算定しております。

当社グループは、為替および金利の変動リスクをヘッジするために、先物為替予約、通貨オプション、

通貨スワップ、金利スワップおよび金利通貨スワップをヘッジ手段として採用しています。
当社グループは、これらのすべてのデリバティブについて、デリバティブの契約の当事者となった

時点で資産または負債として当初認識し、公正価値により測定しております。
当社グループには、ヘッジ目的で保有しているデリバティブのうち、ヘッジ会計の要件を満たして

いないものがあります。これらのデリバティブの公正価値の変動はすべて即時に純損益として

認識しています。

当社グループは、ヘッジ会計の手法としてキャッシュ・フロー・ヘッジのみを採用しています。

たな卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しております。

たな卸資産は、購入原価、加工費およびたな卸資産が現在の場所および状態に至るまでに発生した

その他のすべての原価を含んでおり、原価の算定にあたっては、主として移動平均法を使用して

おります。
また、正味実現可能価額は、通常の事業過程における予想売価から、完成までに要する見積原価

定額法で計上しております。主な見積耐用年数は以下のとおりです。

耐用年数を確定できる無形資産は、それぞれの見積耐用年数にわたって定額法で償却して

おります。主な見積耐用年数は以下のとおりです。

当社グループは、償却原価で測定する金融資産について、予想信用損失に基づき、金融資産の

減損を検討しております。
期末日時点で、金融商品にかかる信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、

報告日後12ヶ月以内の生じ得る債務不履行事象から生じる予想信用損失（12ヶ月の予想信用損失）
により損失評価引当金の額を算定しております。一方、期末日時点で、金融商品にかかる

信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融商品の予想存続期間に

わたるすべての生じ得る債務不履行事象から生じる予想信用損失（全期間の予想信用損失）

により損失評価引当金の額を算定しております。
ただし、重大な金融要素を含んでいない売上債権およびリース投資資産については、上記に
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ⅱ) 非金融資産

　 資金生成単位グループで減損テストを実施しております。

⑤ 引当金の計上基準

⑥ 従業員給付

ⅰ) 退職後給付

当社グループは、たな卸資産および繰延税金資産を除く非金融資産の帳簿価額について、

報告期間の末日ごとに減損の兆候の有無を判断しております。減損の兆候が存在する場合には、

当該資産の回収可能価額に基づく減損テストを実施しております。また、のれんおよび耐用年数が

確定できない無形資産については、減損の兆候の有無に関わらず毎年減損テストを実施して

おります。
減損テスト実施の単位である資金生成単位については、他の資産又は資産グループの

キャッシュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものとして識別される

資産グループの最小単位としております。のれんについては、内部管理目的でモニターされている

最小の単位で、集約前における事業セグメントの範囲内において、資金生成単位または

資産又は資金生成単位の回収可能価額は、処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか
高い方の金額としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の

時間価値および将来キャッシュ・フローの見積りにおいて考慮されていない当該資産に固有の

リスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いております。
全社資産は独立したキャッシュ・インフローを生成しないため、全社資産に減損の兆候が

ある場合、当該全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額に基づき減損テストを実施して

おります。
減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合に認識して

おります。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、当該単位内の各資産の帳簿価額を

比例的に減額するように配分しております。
過去の期間に減損損失を認識した資産又は資金生成単位については、報告期間の末日ごとに

過去の期間に認識した減損損失の戻し入れの兆候の有無を判断しております。減損損失の

戻し入れの兆候が存在する資産又は資金生成単位については、回収可能価額を見積り、

回収可能価額が帳簿価額を上回る場合に減損損失の戻し入れを行っております。減損損失の

戻し入れ後の帳簿価額は、減損損失を認識しなかった場合に戻し入れが発生した時点まで

減価償却又は償却を続けた場合の帳簿価額を上限としております。なお、のれんに関連する

減損損失は戻し入れを行っておりません。

引当金は、過去の事象の結果として、現在の法的または推定的債務が存在し、当社グループが

当該債務の決済をするために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高く、

当該債務の金額について信頼性のある見積りができる場合に、引当金を認識しております。
貨幣の時間価値の影響に重要性がある場合には、見積もられた将来キャッシュ・フローを、

貨幣の時間価値で割り引いた現在価値で測定しております。

当社グループは、従業員の退職後給付に充てるため、年金および一時金の確定給付型制度および

確定拠出型制度を採用しております。

確定給付型制度に関連する負債(資産)は、制度ごとに区別して、従業員が過年度および当年度に
おいて提供したサービスの対価として獲得した将来給付見積額の現在価値から制度資産の

公正価値を差し引いた金額に対して、利用可能な経済的便益を検討の上、必要に応じて

資産上限額に関する調整を行うことにより認識しております。確定給付型制度に関連する

負債(資産)の純額に係る再測定はその他の包括利益で認識し、発生時にその他の資本の

構成要素から直接利益剰余金に振替えております。また、過去勤務費用は発生時に純損益として

認識しております。なお、割引率は、当社グループの確定給付型制度の債務と概ね同じ満期日を

有する期末日の優良社債の利回りを使用しております。また、確定給付型制度に関連する負債

(資産)の純額に係る利息費用については、金融費用として表示しております。

確定拠出型制度の拠出は、従業員がサービスを提供した時点で費用として認識しております。
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ⅱ) 短期従業員給付

ⅲ) その他の長期従業員給付

ⅳ) 株式に基づく報酬

発生した負債の公正価値で測定しております。当該負債の公正価値は、期末日および決済日に再測定

⑦ 収益

ⅰ) 製品の販売

ⅱ) サービスの提供

ⅲ) 複数要素取引

⑧ 外貨

ⅰ) 外貨建取引

短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時点で

費用として認識しております。
賞与については、従業員から過去に提供された労働の結果として支払うべき現在の法的または

推定的債務を負っており、かつその 金額を信頼性をもって見積もることができる場合に、

支払われると見積もられる額を負債として認識しております。

永年勤続旅行制度に対する債務は、従業員が過年度および当年度において提供したサービスの

対価として稼得した将来給付の見積額を現在価値に割り引いた額で認識しております。
割引率は、当社グループの長期従業員債務と概ね同じ満期日を有する期末日の優良社債の

の利回りを使用しております。

当社グループは、株式に基づく報酬として、主に、海外の一部子会社で現金決済型の株式に基づく

報酬制度を導入しております。現金決済型の株式に基づく報酬は、取得した財またはサービスおよび

し、公正価値の変動を純損益に認識しております。

当社グループは、受領した対価又は提供した商品およびサービスに対する債権の公正価値から、

売上関連の税金を控除した金額で収益を測定しております。

製品の販売による収益は、製品の所有に伴う重要なリスクおよび経済的価値が顧客に移転し、

当社グループが製品に対する継続的な関与および実質的支配を保持せず、収益および関連する

原価の金額が信頼性をもって測定可能であり、かつ、対価の回収可能性が高い場合に認識して

います。物品の所有に係るリスクおよび経済価値の移転時期は、個々の販売契約の条件によって

異なりますが、通常は物品が顧客に検収された時点で収益を認識しております。
当社グループは、販売店に対して、奨励金を支給していますが、これが当社グループから

販売店への値引きに該当する場合には、これらの奨励金は、製品が販売店に売却された時点で

金額を見積って認識し、収益の金額から控除しております。

サービスの提供による収益は、それぞれのサービス契約の契約期間にわたって認識しております。

当社グループは製品、メンテナンス等を組み合わせたさまざまな構成要素からなる契約を締結して

おります。これらの構成要素が以下の要件を満たす場合、当社グループは公正価値の割合に基づき

取引対価を各構成要素に配分し、各構成要素ごとに収益を認識しております。

・各構成要素がそれ単体で顧客にとって価値がある

・各構成要素の公正価値が信頼性をもって測定できる

上記の要件を満たさない場合には、未提供の製品又はサービスが提供されるまで、全体を１つの

独立した会計単位として収益を繰り延べます。

外貨建取引は、取引日において適用する為替レートで当社グループの機能通貨に換算して

おります。期末日における外貨建貨幣性資産および負債は、期末日の為替レートで機能通貨に

再換算しております。公正価値で測定される外貨建非貨幣性資産および負債は、当該公正価値の

算定日における為替レートで機能通貨に再換算しております。

再換算および決済により発生した換算差額は、その期間の純損益で認識しております。
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ⅱ) 在外営業活動体

⑨ 消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

⑩

1,816百万円は、期日に入出金が行われたものとして処理しております。

(8) 追加情報

（その他の収益）

当社は2017年４月より、確定給付型制度における給付額を、勤続年数や資格などに応じて獲得した

ポイントに基づき設定される制度に変更しております。当連結会計年度の連結損益計算書上の

「その他の収益」には、この制度変更による影響額14,370百万円が含まれております。

（法人所得税）

2017年12月の米国税制改正による法人税率引下げにより、当連結会計年度の連結財政状態計算書

において、繰延税金資産は218百万円減少、繰延税金負債は15,896百万円減少、連結損益計算書

において、法人所得税費用は16,073百万円減少、連結持分変動計算書上において、

その他の包括利益は431百万円減少しております。

２． 連結財政状態計算書に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(2) 資産から直接控除した損失評価引当金

営業債権及びその他の債権 百万円

(3) 担保資産および担保付債務

① 担保に供している資産

投資有価証券 百万円

たな卸資産

有形固定資産

その他

計

② 担保付債務

短期借入金 百万円

長期借入金

その他

計

(4) 輸出手形割引高 百万円

在外営業活動体の資産および負債は、取得により発生したのれんおよび公正価値の調整額を

含め、期末日の為替レートで換算しております。また、在外営業活動体の収益および費用は、

為替レートが著しく変動している場合を除き、期中の平均レートで換算しております。為替レートに

著しい変動がある場合には、取引日の為替レートが使用されます。
換算差額はその他の包括利益で認識しております。在外営業活動体を処分し、支配、重要な

影響力または共同支配を喪失する場合には、この在外営業活動体に関連する換算差額の

累積額は、処分に係る利得または損失の一部として純損益に振り替えられます。

当連結会計年度は、末日が金融機関の休業日にあたるため、営業債権及びその他の債権のうち

３月31日期日の 受取手形1,005百万円、ま た営業債務及びその他の債務の うち支払手形

1,199,784

5,147

143,700

1,019

391

622

145,733

1,664

33

29,960

31,658

115
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３． 連結持分変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数

普通株式 株

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

４． 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 資本管理

② リスク管理に関する事項

ⅰ) リスク管理方針

(ⅰ) 信用リスク

325,840,640

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2017年11月27日

2017年６月９日
定時株主総会 普通株式 20,181 65 2017年３月31日 2017年６月12日

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり

配当額（円）
基準日

2017年10月31日
取締役会 普通株式 21,734 70 2017年９月30日

効力発生日

2018年６月12日
定時株主総会

普通株式 24,838 利益剰余金 80 2018年３月31日 2018年６月13日

決議予定
株式の
種類

当社グループは、事業活動のための適切な資金調達、適切な流動性の維持および健全な

財政状態の維持を財務方針としております。当社グループの財務状況は引き続き健全性を保っており、

現金及び現金同等物、有価証券などの流動性資産に加え、営業活動によるキャッシュ・フロー、

社債の発行と金融機関からの借入れによる調達などを通じて、現行事業の拡大と新規事業の開拓に

必要な資金を十分に提供できるものと考えております。当社は、資本のうち親会社の所有者に帰属する

持分から新株予約権を除いた金額を自己資本と定義しております。

なお、当社は2018年３月31日現在、外部から資本規制を受けておりません。

当社グループは、営業活動に係わる財務リスク(信用リスク・市場リスク・流動性リスク等)に晒されて

おりますが、当該リスクの影響を回避又は低減するために、トレジャリーポリシーに基づきリスク管理を

行っております。

デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針です。

当社グループの主な債権である売上債権、リース投資資産および販売金融に係る貸付金には、
信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)があります。当社グループは、トレジャリーポリシー
などの社内規程に基づき、主要な取引先の状況を格付けや決算書に基づいて定期的に

モニタリングするとともに、期日管理および残高管理を行うことで、財務状況の悪化等による

回収懸念の早期把握や軽減をはかっております。なお、リース投資資産は、リース対象資産の

所有権は移転せず、また期日管理および残高管理を行っているため、回収リスクは僅少です。

なお、取引先について重大な信用リスクの集中はありません。
デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンター・パーティ・リスクを軽減するため、主に

格付機関が信用力が高いと判定している金融機関とのみ取引を行っております。
なお、売上債権、リース投資資産および販売金融に係る貸付金について、これら債権の全部

または一部について回収ができず、または回収が極めて困難であると判断された場合には

債務不履行とみなしております。

金融資産の帳簿価額の合計額は信用リスクの最大エクスポージャーを表しております。
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(ⅱ) 流動性リスク

(ⅲ) 市場リスク

a） 為替変動リスク

ヘッジしております。

b） 金利変動リスク

c） 資本性金融商品の価格変動リスク

・売上債権およびリース投資資産に係る予想信用損失の測定
売上債権には重大な金融要素が含まれていないため、売上債権の回収までの全期間の

予想信用損失をもって損失評価引当金の額を算定しております。リース投資資産については、

リース投資資産の回収までの全期間の予想信用損失をもって損失評価引当金の額を算定して

おります。経営状態に重大な問題が生じていない債務者に対する売上債権およびリース投資

資産については、過去の貸倒実績等を考慮して集合的に予想信用損失を測定しております。

・販売金融に係る貸付金に係る予想信用損失の測定
期末日時点で、販売金融に係る貸付金に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大して

いない場合には、過去の貸倒実績率等をもとに将来12ヵ月の予想信用損失を集合的に

見積もって当該金融商品に係る損失評価引当金の額を算定しております。著しい景気変動等の

影響を受ける場合には、過去の貸倒実績に基づく引当率を補正し、現在および将来の

経済状況の予測を反映させる方針です。一方、期末日時点で、期日経過や財務状況の悪化等に
より信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合は、過去の貸倒実績や将来の回収可能

価額などをもとに、その金融商品の回収に係る全期間の予想信用損失を個別に見積もって

当該金融商品に係る損失評価引当金の額を算定しております。また、債務不履行とみなされた

場合は、信用減損金融資産としております。

当社グループは、社債及び借入金により資金を調達していますが、資金調達環境の悪化等により
支払期日にその支払いを実施できなくなる流動性リスクに晒されています。当社グループは、

ト レ ジ ャ リ ー ポ リ シ ー に 基 づ き 、 適 時 に 資 金 計 画 な ど を 作 成 す る と と も に 、 手 元 資 金 と

コミットメントラインで手元流動性を確保しております。

当社グループは、グローバルに事業を展開していることから外貨建の取引を行っており、損益

およびキャッシュ・フロー等が為替変動の影響を受けるリスクに晒されています。当社グループは、
トレジャリーポリシーに基づき、外貨建の金銭債権債務について、通貨別に把握された為替変動

リスクに対して、原則として先物為替予約、通貨オプションおよび通貨スワップを利用して

当社グループは、金融機関からの借入又は社債発行などを通じて資金調達を行っており、

資金の調達や運用などに伴う金利変動リスクに晒されております。当社グループは、このような

金利変動リスクに対して、金利スワップ取引による利息の支払額の固定化や、債権と債務の

キャッシュ・フローのマッチングを行うことなどにより、当該リスクをヘッジしております。

当社グループは、業務上の関係を有する企業の上場株式を保有しており、資本性金融商品の
価格変動リスクに晒されております。これらの金融商品については、取引先企業との関係や、

取引先企業の財務状況等を勘案し、保有状況を継続的に見直しております。
なお、当社グループは、短期トレーディング目的で保有する資本性金融商品はなく、これらの

投資を活発に売買しておりません。
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(2) 金融商品の公正価値等に関する事項

金融商品の帳簿価額および公正価値は、以下のとおりです。

① 償却原価で測定する金融商品

金融資産 百万円 百万円 

金融負債

（注） １年内返済、償還および回収予定の残高を含んでおります。

については、公正価値は帳簿価額と近似しているため、注記を省略しております。 

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

リース債務の公正価値は、将来のリース支払料の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に

② 経常的に公正価値で測定する金融資産および金融負債の公正価値

百万円 百万円 

デリバティブは先物為替予約、通貨オプション、金利スワップおよび金利通貨スワップに係る取引です。

30％で算定しております。

〔百万円未満切り捨て〕
帳簿価額 公正価値

貸付金および
販売金融に係る貸付金　（注）

104,568 101,587

リース投資資産 281,056 273,339

社債　（注） 550,240 551,757

長期借入金　（注） 513,832 514,123

リース債務 104,009 104,006

償却原価で測定する現金同等物、営業債権及びその他の債権（販売金融に係る貸付金および

リース投資資産を除く）などの短期金融資産および営業債務及びその他の債務などの短期金融負債

リース投資資産の公正価値は、将来のリース受取料の合計額を、新規に同様のリース取引を行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

貸付金および販売金融に係る貸付金の公正価値は、元利金の合計額を、新規に同様の貸付けを

行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

社債および長期借入金の公正価値は、将来の元利金の合計額を、新規に同様の借入れを行った

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

〔百万円未満切り捨て〕

帳簿価額 公正価値

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

デリバティブ資産 4,793 4,793

その他 1,530 1,530

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

2,429,822 2,429,822

純損益を通じて公正価値で
測定する金融負債

デリバティブ負債 6,165 6,165

先物為替予約の公正価値は、為替相場等観察可能な市場データに基づき算定しております。通貨

オプション、金利スワップおよび金利通貨スワップの公正価値は、観察可能な市場データに基づいて

取引先金融機関等が算定したデータを使用しております。
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産である非上場株式、その他の持分証券の

公正価値測定は、主に簿価純資産方式により算出しております。重要性の高い銘柄については、

修正時価純資産方式により、必要に応じて時価修正を加えて算出しております。非上場株式の

公正価値測定で用いている重要な観察不能なインプットである非流動性ディスカウントは、
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５． １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり親会社所有者帰属持分

(2) 基本的１株当たり当期利益

8,223円82銭

541円67銭
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百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円 百万円

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
2017年４月１日から
2018年３月31日まで

〔百万円未満切り捨て〕

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本金

資  本  剰  余  金 利　益　剰　余　金

自己株式
株主資本

合計資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金
合計特別償却

準備金

固定資産
圧縮

積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

806,620

当 期 変 動 額

34 229 280,000 382,621 679,890 △59,272当 期 首 残 高 80,462 101,766 3,773 105,539 17,004

積 立 金 取 崩 -

剰 余 金 の 配 当

△ 19 △  4 23 -

△41,915 △ 41,915 △ 41,915

当 期 純 利 益 95,372

自 己 株 式 の 取 得

95,372 95,372

△ 12 △ 12

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 - - - - - △ 19 △  4 - 53,479 53,456 △ 12 53,443

当 期 末 残 高 80,462 101,766 3,773 105,539 17,004

当 期 首 残 高 1,184,809 54 1,184,863 1,991,484

860,063

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

15 225 280,000 436,100 733,346 △59,284

積 立 金 取 崩 -

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 95,372

剰 余 金 の 配 当 △   41,915

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

180,106 30 180,136 180,136

自 己 株 式 の 取 得 △   12

当 期 末 残 高 1,364,916 84 1,365,000 2,225,064

当 期 変 動 額 合 計 180,106 30 180,136 233,580
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１． 重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準および評価方法

① 有価証券

子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法

② たな卸資産

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

(3) 繰延資産の処理方法

社債発行費は支出時に全額を費用として処理しております。

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金

基づき計上しております。

イ　 退職給付見込額の期間帰属方法

ロ 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

役員退任慰労金規定に基づく事業年度末要支給額を計上しております。

(5) ヘッジ会計の方法

(6)　退職給付に係る会計処理

(7) 消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理

しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

また、役員退任慰労引当金については、役員（執行役員を含む）の退任慰労金の支出に備えて、

ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジによっております。

個　 別　 注　 記　 表

有形固定資産については定率法、無形固定資産については定額法を採用しております。

一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の

方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

なお、先物為替予約取引、通貨オプション取引および通貨スワップ取引については、振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップ取引については、特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を採用しております。
当事業年度においては、先物為替予約取引、通貨オプション取引、通貨スワップ取引および

金利スワップ取引を借入金・社債・債権債務・予定取引の為替変動リスクおよび借入金・社債の

金利変動リスクをヘッジする目的で利用しております。
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(8) 当事業年度は、期末日が金融機関の休業日にあたるため、3月31日期日の受取手形24百万円は、

期日に入金が行われたものとして処理しております。

２． 貸借対照表に関する注記

(1) 担保資産および担保付債務

① 担保に供している資産

投資有価証券 百万円

② 担保付債務

流動負債（その他） 百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(3) 保証債務

① 金融機関に対する債務保証 百万円

② 営業取引に対する債務保証 百万円

(4) 輸出手形割引高 百万円

(5) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

① 短期金銭債権 百万円

② 長期金銭債権 百万円

③ 短期金銭債務 百万円

④ 長期金銭債務 百万円

３． 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

① 売上高 百万円

② 仕入高 百万円

③ 営業取引以外の取引高 百万円

４． 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

５． 税効果会計に関する注記

評価性引当額を控除しております。繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金で

あります。

143,700

29,625

102,967

67,066

125,723

606,002

164,656

16,510

115

普通株式 15,351,442 株 1,936 株 0 株 15,353,378 株

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、未払費用等の損金算入限度超過額であり、

549

1,015,769

694,784

64,050

株式の種類 当期首 増加 減少 当期末
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６． 関連当事者との取引に関する注記

親会社および法人主要株主等

（被所有） 自動車、エンジン等

の販売　※1

 直接 自動車、エンジン等

 間接 の部品の購入　※2

（注） 1. 取引条件および取引条件の決定方針等

※1 自動車、エンジン等の販売については、総原価、第三者との取引価格を勘案して、

当社希望価格を提示し、毎期価格交渉のうえ、決定しております。

また、取引価格以外の取引条件については、第三者との取引と同様な条件で

決定しております。

※2 自動車、エンジン等の部品の購入については、提示された価格、第三者との

取引価格を勘案して、毎期価格交渉のうえ、決定しております。

また、取引価格以外の取引条件については、第三者との取引と同様な条件で

決定しております。

2. 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

７． １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額

(2) １株当たり当期純利益

その他の
関係会社

トヨタ
自動車㈱

製品の販売、
部品の購入

773,380
受取手形

種類
会社等
の名称

議決権等の 関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）所有(被所有)

8,440

売掛金 30,929

24.7
585,271 買掛金 57,381

0.2

割合（％）

7,166円36銭

307円17銭
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